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自
治
体
の
実
情 

 

雇
用
対
策
で
は
、
国
・
県
の
基
金
に
よ
る

緊
急
雇
用
創
出
事
業
と
し
て
、預
か
り
保
育

の
延
長
の
た
め
の
臨
時
職
員
、
不
登
校
・
未

発
達
児
の
相
談
員
の
配
置
、公
共
施
設
の
維

持
管
理
、
公
共
財
産
の
台
帳
デ
ー
タ
化
等
、

商
工
会
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
連
携
し
て
求
職

支
援
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。 

ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
事
業
で
は
、
観
光
・

地
域
資
源
ブ
ラ
ン
ド
品
育
成
、森
林
の
維
持

管
理
・
牧
畜
堆
肥
の
有
効
利
用
な
ど
、
従
来

や
り
た
か
っ
た
も
の
を
工
夫
し
て
事
業
化

を
図
っ
て
い
る
自
治
体
が
あ
り
ま
し
た
。し

か
し
、
総
じ
て
継
続
が
難
し
く
使
い
に
く

い
、も
っ
と
自
治
体
の
裁
量
が
生
か
せ
る
事

業
に
し
て
欲
し
い
と
の
意
見
が
多
い
。 

 

 

非
正
規
職
員
の
雇
用
状
況
は
、
保
育
士
・

給
食
調
理
員
・
環
境
衛
生
職
員
な
ど
現
業
職

場
で
は
半
数
以
上
雇
用
し
て
い
る
。時
給
は

八
百
円
か
ら
千
円
、
交
通
費
支
給
・
年
休
は

あ
る
が
、
一
時
金
・
退
職
金
・
加
算
給
は
あ

り
ま
せ
ん
。
均
等
待
遇
は
実
現
は
難
し
い
。 

  

外
部
委
託
の
状
況
は
、
少
子
高
齢
化
傾
向

の
進
展
で
、
医
療
・
介
護
・
保
育
・
教
育
分

野
で
直
営
施
設
の
統
廃
合
、指
定
管
理
者
制

度
導
入
が
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
ま
す
。し
か

し
、合
併
後
の
地
域
感
情
を
考
慮
し
て
本
格

 

世
界
的
経
済
危
機
の
発
生
で
、
香
川

の
製
造
業
で
も
「
派
遣
切
り
」「
期
間
工

切
り
」
な
ど
雇
用
情
勢
は
深
刻
化
し
て

い
ま
す
。
こ
う
し
た
中
で
、
自
治
労
連
・

香
川
公
務
公
共
一
般
労
組
・
さ
ぬ
き
市

職
員
組
合
は
、
香
川
県
労
連
の
一
員
と

し
て
、
四
月
十
三
日
か
ら
五
月
十
一
日

に
か
け
て
、
県
内
自
治
体
に
対
し
「
雇

用
の
安
定
、
医
療
・
福
祉
の
充
実
な
ど

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
に
か
か
わ
る
要

請
」
を
行
い
ま
し
た
。 

 

各
自
治
体
へ
の
要
請
内
容 

① 

効
率
化
の
み
を
追
求
す
る
の
で
は 

な
く
、
雇
用
の
安
定
や
内
需
の
維

持
・
拡
大
と
い
っ
た
社
会
全
体
の
共

通
利
益
を
重
視
す
る
社
会
構
造
へ
転

換
す
る
こ
と
、 

②
「
構
造
改
革
」
に
よ
っ
て
「
官
か
ら

民
へ
」
の
流
れ
が
強
ま
り
、
医
療
・

介
護
・
教
育
・
保
育
な
ど
の
公
共
サ

ー
ビ
ス
の
質
と
量
の
低
下
の
改
善
策

を
講
じ
る
こ
と
、 

③ 

失
業
者
・
社
会
的
弱
者
・
非
正
規

労
働
者
に
対
し
て
憲
法
二
十
五
条
・

二
十
六
条
・
二
十
七
条
の
精
神
で
地

方
自
治
体
の
役
割
を
果
た
す
よ
う
要

請
懇
談
を
行
い
ま
し
た
。 

 

的
外
部
委
託
に
は
至
ら
ず
、
郡
部
に
お

い
て
は
、
む
し
ろ
直
営
を
堅
持
し
た
い

意
向
を
持
っ
て
い
ま
す
。 

 

医
療
行
政
で
は
、
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
・
国
保
・
介
護
保
険
の
連
携
、
公

立
病
院
改
革
プ
ラ
ン
策
定
の
整
合
性
に

疑
問
と
苦
慮
を
し
て
い
ま
す
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

地
域
の
人
と
何
が
出
来
る
か
、
地
域
財
産

の
有
効
利
用
の
検
討
な
ど
、
地
域
再
生
と

自
立
に
向
け
て
奮
闘
し
て
い
る
市
町
の

姿
が
み
ら
れ
ま
し
た
。 

 

今
回
の
自
治
体
キ
ャ
ラ
バ
ン
で
は
、
首

長
が
出
席
す
る
な
ど
自
治
体
の
矛
盾
の

深
ま
り
と
労
働
組
合
へ
の
期
待
が
大
き

い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。 

 

国
・
県
に
対
す
る
市
町
の
意
見

「
地
方
分
権
改
革
」
に
つ
い
て
は
、「
小

泉
内
閣
に
や
ら
れ
た
」「
サ
ー
ビ
ス
を
維

持
し
な
が
ら
行
政
改
革
し
た
が
、
交
付

税
の
削
減
・
地
方
税
収
減
で
も
う
限
界
」

「
地
方
分
権
と
言
い
な
が
ら
、
行
政
の

仕
事
は
増
え
て
も
金
が
つ
い
て
こ
な

い
」「
交
付
金
は
思
い
つ
き
、
計
画
性
が

な
い
」「
合
併
は
し
た
く
な
い
」
と
そ
の

矛
盾
が
噴
出
し
て
い
ま
す
。 

 
 

緊
急
経
済
対
策
で
は
「
十
五
兆
円
の

補
正
予
算
は
、
ア
ド
バ
ル
ー
ン
は
大
き

い
が
錘
は
軽
い
」「
十
億
円
で
い
い
か

ら
、
大
き
い
く
く
り
で
雇
用
に
つ
な
が

る
も
の
に
使
い
た
い
」「
大
型
補
正
事
業

で
は
、
補
助
率
・
制
限
等
ハ
ー
ド
ル
を

低
く
し
て
欲
し
い
」
な
ど
の
率
直
な
話

が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
は
、
首
長
と

職
員
が
、
地
方
自
治
体
の
苦
悩
の
中
で
、

五
月
一
日
、
第
八
十
回 

香
川
県
メ
ー

デ
ー
が
サ
ン
ポ
ー
ト
ホ
ー
ル
で
開
催
さ

れ
ま
し
た
。 

 

「
働
く
も
の
の
団
結
で
生
活
と
権
利
を

守
り
、
平
和
と
民
主
主
義
、
中
立
の
日
本

を
め
ざ
そ
う
！
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
、
大

企
業
中
心
社
会
を
変
え
、
憲
法
九
条
と
二

十
五
条
が
生
き
る
日
本
を
実
現
し
よ
う

と
た
た
か
う
労
働
組
合
と
民
主
団
体
の

意
思
統
一
の
場
に
な
り
ま
し
た
。 

 

集
会
後
、
香
川
県
人
事
委
員
会
へ
、
今

夏
一
時
金
凍
結
の
人
事
院
勧
告
を
、
地
方

自
治
体
へ
持
ち
込
ま
な
い
よ
う
に
要
請

し
ま
し
た
。 
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呼
応
し
て
、
企
業
の
租
税
負
担
は
一
九

九
八
年
に
比
べ
る
と
二
〇
〇
七
年
ま
で

毎
年
三
兆
円
前
後
の
減
少
に
な
っ
て
い

ま
す
。 

 

★ 

人
件
費
の
削
減 

「
景
気
回
復
期
に
入
っ
た
二
〇
〇
二

年
以
降
、
大
企
業
の
経
常
利
益
は
、
二

〇
〇
二
年
の
十
八
・
三
兆
円
か
ら
〇
七

年
の
三
二
・
三
兆
円
へ
と
十
四
兆
円
も

伸
ば
し
て
い
る
の
に
、
労
働
者
の
現
金

給
与
総
額
は
月
三
八
・
八
万
円
だ
っ
た

の
が
、
二
〇
〇
七
年
に
は
三
七
・
八
万

円
へ
と
逆
に
一
万
円
減
少
し
て
い
ま

す
。
労
働
分
配
率
は
、
二
〇
〇
二
年
の

六
十
％
か
ら
〇
七
年
の
五
二
・
三
％
へ

大
企
業
は
、
二
三
〇
兆
円
の
内
部
留
保

を
蓄
え
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
を
不
測
の
事
態

に
備
え
る
と
い
い
な
が
ら
株
主
配
当
の

増
額
や
カ
ジ
ノ
経
済
に
費
や
し
て
い
ま

す
。 

 巨
額
の
内
部
留
保
の
源
泉
は
、
法
人
優

遇
税
制
と
人
件
費
削
減
に
あ
る
。 

 ★ 

法
人
優
遇
税
制 

法
人
税
法
改
正
の
経
過
を
み
る
と
、
一

九
八
八
年
ま
で
は
、
四
二
％
前
後
で
推
移

し
て
い
た
法
人
税
率
は
、
消
費
税
が
導
入

さ
れ
た
八
九
年
に
四
〇
％
に
下
が
り
、
消

費
税
が
五
％
に
上
が
る
と
法
人
税
は
三

〇
％
に
ま
で
下
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に

 
労働組合運動史（70年代の労働運動その2） 
 

翌71年のいっせい地方選挙では、東京に続き大阪で革新

府政が生まれたほか革新自治体が大きく広がり人口の四

分の一の住民が革新自治体で生活するようになりました。 

72年総選挙では自民党は改選議席を26人下回る271人、

民社党は前回の31議席が19議席、公明党は47議席から29

議席、社会党は90議席を118議席、共産党は14議席から38

議席に議席を大幅に増やしました。 

74 年 8 月に香川県、11 月に滋賀県に革新県政が誕生す

る。同年秋には田中金脈問題が火を噴き、国政の私物化が

国民の批判を受けるところとなりました。翌年 4 月のいっ

せい地方選挙では国民の政治刷新の声により東京、大阪、

そして新たに神奈川で革新県政を増やし、革新自治体は

205団体、総人口の42.7%に広がりました。 

75 年 7月、世界の平和、日本の民衆のためにという見地

から創価学会と共産党との間で協定が結ばれました。いわ

ゆる「創共協定」であります。双方とも、被支配社会層を代

表するという側面を持った組織で、日本の民衆の福祉、平

和と核兵器の廃絶などを実現するもので内外から大いな

る共感を受けました。 

しかし、直ちに創価学会を支持基盤に持つ公明党から妨

害が入り1ヶ月あまりで協定は換骨奪胎されるとともに、そ

の後の公明党による共産党への攻撃が強まることになり

ます。 

75 年秋、公労協による 8 日間のスト権ストがたたかわれ

ました。このたたかいは、国民の支持を得られず、支配者に

よるスト権の否定、参加者への厳重処分、損害賠償請求など

により国鉄労働組合は大きな痛手をこうむる。以後、このよ

うなたたかいを組むことができなくなり、労働者を守る先

頭に立ってきた公労協の労働者のたたかいが後退していく

きっかけになりました。逆に、労働組合の民間主導による右

翼的再編が進んでいくことにもなります。 

1975 年は、「創共協定」の否認、公労協の退潮などと次に

述べる反共の嵐の始まりとともに良くも悪しくも日本社会

の転換の年になり、学ぶべき歴史の瞬間と言えます。                

(以下次号) 

 

と
七
ポ
イ
ン
ト
以
上
も
下
が
っ
て
き

た
」(

労
働
総
研
ニ
ュ
ー
ス
一
二
月
号 

藤
田 

宏
氏) 

大
企
業
は
、
派
遣
労
働
の
「
原
則
自
由

化
」（
九
九
年
）
や
製
造
現
場
へ
の
派
遣

労
働
解
禁
（
〇
四
年
）
等
の
、
労
働
法

制
の
規
制
緩
和
と
政
府
の
リ
ス
ト
ラ
支

援
で
、
低
賃
金
の
非
正
規
労
働
者
の
比

率
を
急
激
に
高
め
ま
し
た
。
大
企
業
の

利
益
増
加
は
こ
う
し
た
労
働
者
を
犠
牲

の
上
で
生
ま
れ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。 

 

法
人
優
遇
税
制
と
雇
用
制
度
を
見
直

す
と
、
賃
上
げ
を
は
じ
め
国
民
生
活
の

擁
護
が
で
き
る 

  

日
本
経
済
は
、
国
民
と
労
働
者
の
犠

牲
の
下
で
の
、
企
業
の
み
が
栄
え
る
逆

立
ち
し
た
経
済
と
言
え
ま
す
。
こ
の
間

労働組合とは 

の
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
み
る
と
、

大
企
業
の
独
り
勝
ち
で
は
、国
民
生
活

は
良
く
な
り
ま
せ
ん
。
法
人
税
制
と

雇
用
制
度
を
見
直
し
、企
業
に
応
分
の

負
担
を
求
め
る
な
ど
企
業
責
任
を
果

た
さ
せ
る
中
で
、医
療
危
機
の
根
源
で

あ
る
社
会
保
障
二
千
二
百
億
円
削
減

廃
止
は
も
と
よ
り
、日
本
の
経
済
を
内

需
型
経
済
に
転
換
す
る
こ
と
に
よ
り
、

労
働
者
の
賃
上
げ
や
教
育
の
無
料
化
、

安
心
老
後
な
ど
豊
か
な
地
方
自
治
と

国
民
生
活
が
進
み
ま
す
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(

文
責
野
口) 

  
 

今後の予定 

 

5月15日(金)18：30～ 「安心年金つくろう香川の会」結成総会;高松市民文化センター 

5月16日(土)13:00～  原水爆禁止平和行進 香川県労連統一行動(平和病院⇔三越) 

5月19日(火)13:30～  四国ブロック(協)幹事会;愛媛県本部・松山市 

6月12～14日(日)    自治労連20周年記念・沖縄プロジェクト青年集会;沖縄 

6月13日(土)14:00～  第55回原水爆禁止・四国大会;香川県教育会館(ミューズホール) 

 


